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令和元年度第２３回庁議提案  審議・報告・その他 

                     提 出 日：令和２年３月１９日 

                     担当部・課：建設部住宅課〔内線５７５４〕 

 

①  件  名 

市営住宅入居請書への極度額及び原状回復義務の明示等について 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

【背景】 

民法の一部を改正する法律が令和２年４月１日から施行され、賃貸借契約における保証人に対す

る個人根保証契約に極度額の設定が義務付けられること及び賃借人が退去する際の原状回復義務が

明文化されることから、市営住宅条例施行規則、特定公共賃貸住宅条例施行規則及び勤労者住宅条

例施行規則の整備が必要となった。 

 

【目的】 

  民法の改正に伴い関係規則の一部を改正することにより、保証人を確保し入居者の居住の安定を

図るとともに、市営住宅等の適正な管理運営を図る。 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

【根拠法令】 

 （1）民法の一部を改正する法律（平成２９年法律第４４号） 

 （2）公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号） 

 （3）石巻市営住宅条例（平成１７年条例第２７３号） 

 （4）石巻市特定公共賃貸住宅条例（平成１７年条例第２７４号） 

 （5）石巻市勤労者住宅条例（平成１７年条例第２７５号） 

 （6）石巻市営住宅条例施行規則（平成１７年規則第２１８号） 

 （7）石巻市特定公共賃貸住宅条例施行規則（平成１７年規則第２２０号） 

 （8）石巻市勤労者住宅条例施行規則（平成１７年規則第２２１号） 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 又は 〔個別計画との整合性〕】  

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

 平成２９年 ６月  民法の一部を改正する法律の公布 

 平成３０年 ９月  宮城県が主催する「復興住宅市町村連絡調整会議」での必要な対応について 

  ～令和元年１０月 の情報共有（計４回開催） 

 令和 元年 ７月  県沿岸北部３市２町公営住宅管理運営調整会議での情報共有（計３回） 

  ～令和２年 １月  

       ９月  宮城県を主体とする民法改正勉強会（各市町の質疑に対して弁護士が回答） 

⑤ 主な内容 

１ 連帯保証人に関して極度額を設定し、その額を３０万円とする。 

※ 極度額３０万円の設定根拠 

  国土交通省調査「極度額に関する参考資料」及び近隣市町の極度額を参考とした。 

２ 入居者の原状回復義務の範囲を明文化する。 

 

その他上記改正に合わせ、必要事項の明記を行う。 

⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

【影響・効果】  

市営住宅入居者の居住の安定が図られるとともに、市営住宅の適正な管理運営が図られる。 

資料２  
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⑦ 他の自治体の政策との比較検討 

（近隣自治体の極度額） 

 宮城県  普通県営住宅２０万円、改良県営住宅１０万円、特定公共賃貸住宅３０万円 

 気仙沼市 ５０万円 

 東松島市 ３０万円 

 塩竈市  ３０万円 

 女川町  ３０万円 

⑧ 今後の予定及び施行予定年月日 

令和２年３月 市営住宅条例施行規則、特定公共賃貸住宅条例施行規則及び勤労者住宅条例施行 

規則の一部改正（施行予定年月日：令和２年４月１日） 

⑨ その他 

 

 


